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１.企業集団の状況 
 
 
当企業集団はローランド株式会社(当社)および連結子会社１８社、持分法適用関連会社５社、その他
関係会社１６社より構成されており、電子楽器およびコンピュータ周辺機器の製造、販売を主な事業として
います。事業内容と当社および主な連結子会社、持分法適用の関連会社、その他の関係会社の当該事業
における位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。 
 
事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社 

 

 

国 
内 

 
 

連結子会社(４社) 
ﾎﾞｽ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃｯｸ㈱､ 
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｱｲ･ﾋﾟｰ㈱ 
その他関係会社(３社) 
ｽﾀｼﾞｵ ｱｰﾙ㈱､㈱ﾃﾞｭｵ､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾌﾟﾗﾝ㈱ 
 
 
                     （計  ７社） 

 
 
 
 
･電子楽器 

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､ｻﾝﾌﾟﾗｰ､ｴﾌｪｸﾀｰ､ 

ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､楽器用ｱﾝﾌﾟ､ｷﾞﾀｰｼﾝｾｻ

ｲｻﾞｰ 
 
･家庭用電子楽器 

電子ﾋﾟｱﾉ､ｵﾙｶﾞﾝ､ﾐｭｰｼﾞｯｸ･ﾃﾞｰﾀ 

 
･音響機器 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｨﾚｲ､ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘﾊﾞｰﾌﾞ､ 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾚｺｰﾀﾞｰ､業務用ｱﾝﾌﾟ&ｽﾋﾟ

ｰｶｰ､OEM音源ﾎﾞｰﾄﾞ 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
海 
外 
 
 
 
 
 
 
 

連結子会社(９社) 
Roland Corporation U.S.､Roland Canada Music Ltd.､ 
Rodgers Instruments LLC､ 
Roland Audio Development Corporation､ 
Roland Europe S.p.A.､Roland(U.K.)Ltd.､Roland France SA､ 
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH､ 
Roland Benelux n.v. 
持分法適用関連会社(５社) 
Roland Italy S.p.A.､Roland Electronics de Espana S.A.､ 
Electronic Musical Instruments Roland Scandinavia a-s､ 
Roland Brasil Ltda.､ 
Roland Taiwan Electronic Music Corporation 
その他関係会社(１０社) 
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､ 
Roland Taiwan Enterprise Co.,Ltd. 
他８社 
                     （計 ２４社） 
 
国 
内 

連結子会社(１社) 
ｴﾃﾞｨﾛｰﾙ ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱ 

                     （計  １社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電子楽器
事  業 
（当 社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器 

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器､ 

ﾊﾟｰﾂ 

 
 

海 
外 

連結子会社(１社) 
Edirol Corporation North America 
その他関係会社(１社) 
Edirol Europe Ltd. 
                     （計  ２社） 

 
国 
内 
 

連結子会社(１社) 
ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱   
その他関係会社(１社) 
㈱ﾏｯｺｲ 
                     （計  ２社） 

 

 

 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
周辺機器
事  業 

(ﾛー ﾗﾝﾄ゙  
ﾃ゙ ｨー .ｼ゙ .ー㈱ ) 

 

 

 

 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器 

ﾌﾟﾛｯﾀ､ﾌﾟﾘﾝﾀ-､ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ 

 

 
 

海 
外 

連結子会社(２社) 
Roland DGA Corporation､ 
Roland DG Benelux n.v.  
その他関係会社(１社) 
Roland DG Australia Pty.Ltd. 
                     （計  ３社） 

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社および関連会社 
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関 係 会 社 の 状 況 
2001年3月31日現在 

     関 係 内 容 

     役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

(連結子会社)           

 
ボ   ス ㈱ 

 
静岡県浜松市 

百万円 
40 

 
電子楽器 

％ 
100 
 

名 
3 

名 
2 

 
無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

 
 
 

 
長野県松本市 

百万円 
45 

 
電子楽器 

％ 
100 

名 
3 

名 
2 

 
無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電子楽器 

％ 

100 

名 

2 

名 

1 

 
無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

  
静岡県浜松市 

百万円 
1,933 
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
 50.7 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 よ り の 

原材料の仕入 

 
有 
 

 

 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電子楽器 

％ 
65.4 
（15.0） 

名 
3 

名 
2 

 
無 

当 社 へ の 

製 造 委 託 

 
有 
 

  

 

静岡県浜松市 

百万円 

 
100 

 

 
電子楽器 

％ 
 

82.5 
（7.5） 

 

名 
4 

 

名 
2 

長期貸付金 
百万円 
236 

債務保証 
百万円 
28 

当 社 商 品 

の 販 売 

 

 

有 
 

Roland Europe 

S.p.A. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

Euro 千 
11,440 

 
電子楽器 

％ 
51.0 

名 
2 

 
無 

 
無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

 

Rodgers  

Instruments LLC 

 

 

Hillsboro 
Oregon 
U.S.A. 

US$ 千 

 
23,000 

 

 
電子楽器 

％ 
 

100 
（100） 

 

名 
2 

 

 
無 

長期貸付金 
百万円 
61 

債務保証 
百万円 
12 

 

当 社 商 品 

の 製 造 

 

 

無 
 

Roland Corporation 

U.S. 

Los Angeles 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
629 

 
電子楽器 

％ 
100 

名 
2 

 
無 

 
無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland(U.K.)Ltd.         
 

Swansea  
W.Glam. 
U.K. 

Stg.£ 千 
5,000 

 
電子楽器 

％ 
100 

名 
2 

 
無 

債務保証 
百万円 
665 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland  
Elektronische  
Musikinstrumente  
HmbH.  

Oststrasse 
Norderstedt 
Germany 

Euro 千 
 

 3,300 

 
 

電 子楽器 

％ 

100 

名 
 
1 

 
 
無 

 
 
無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 
 
無 

Roland  DGA 

Corporation 

Irvine 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
3,010 
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
100 
（100） 

名 
1 

 
無 

 
無 
 
 
 

 
無 

Roland Audio 
Development 
Corporation 

La Mirada 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
300 

 
電子楽器 

％ 
100 
（100） 

名 
3 

 
無 

 
無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Canada 

Music Ltd. 

Richmond  

B.C. Canada 

CAN$ 
7,213 

 
電子楽器 

％ 
80.8 

名 
1 

 
無 

 
無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland France 

SA 

Lagny 
Cedex 
France 

Euro 千 
2,280 

 
電子楽器 

％ 
100 
（60.0） 

名 
1 

 
無 

債務保証 
百万円 
117 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 

 

議決権の 

所有割合 

主要な事 

業の内容 
名 称 住 所 資 本 金 

ロ ー ラ ン ド 

イ ー デ ィ ー ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

テ ッ ク ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ディー．ジー．㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ア イ ･ ピ ー ㈱ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

ｴ ﾃ ﾞ ｨ ﾛ ｰ ﾙ 

ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ ㈱ 
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     関 係 内 容 

名 称 住 所 資本金   役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

Roland Benelux 

n.v. 

Westerlo 

Belgium 

Euro 千 
75 

 
電子楽器 

％ 
70.0 
(20.0) 

 
無 

 
無 

 
無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG 

Benelux n.v. 

Westerlo 

Belgium 

Euro 千 
72 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 

周辺機器 

％ 
70.0 
（70.0） 

 
無 

 
無 

 
無  

 
無 

Edirol Coporation 
North America 

Blaine 
Washington 
U.S.A. 

US$ 千 
5,400 

 
電子楽器 

％ 
85.9 
（12.8） 

名 
2 
 
無 

長期貸付金 
百万円 
360  

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

(持分法適用関連会社)          

Roland Italy 

S.p.A. 

Milano  

Italy 

Lit 百万 
2,000 

 
電子楽器 

％ 
50.0 
 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 
 

Electronic 

Musical Instruments 
Roland Scandinavia 
a-s 

 

Copenhagen 
Denmark 

 
 

DKr 千 
600 

 
 

電子楽器 

 
％ 

49.0 

 
名 
1 

 
 

無 

 
 

無 

 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 
無 
 

Roland  
Electronics  
de Espana, S.A. 

Barcelona 

Spain 

Ptas 百万 
100 

 
電子楽器 

％ 

50.0 

名 

2 

 

無 

短期貸付金 
百万円 

10 

当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

 

Roland Brasil 

Ltda. 

Sao Paulo 

Brazil 

R$ 千 
370 

 

電子楽器 

％ 
 50.0 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 
37 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Taiwan 

Electronic 
Music Corporation 

 
台北 
台湾 

 
NT$ 千 
60,000 

 
 

電子楽器 

 
％ 

50.0 

 
名 
3 

 
 
無 

 
 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
 
無 
 

 

(注)1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

2. 議決権の所有割合の（   ）内は間接所有割合を内数で記載しています。 

3. ボス㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Corporation 
U.S.、Roland (U.K.) Ltd.は、特定子会社に該当します。 

4. ローランド ディー．ジー．㈱は2000年10月26日付で、東京証券取引所市場第二部に上場しました。 

5. エディロール インターナショナル㈱は、2001年4月1日付で、エディロール㈱に社名変更しました。 

6. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」

は次のとおりです。 

（単位：百万円） 

会 社 名 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純利益 純 資 産 額 総 資 産 額 

Roland Corporation U.S. 18,867 707 508 8,274 9,820 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

主要な事 

業の内容 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

議決権の 

所有割合 
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２．経 営 方 針 

 

  ローランドグループの経営方針の概要は次のとおりです。 

 
１．経営の基本方針 

「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、３つの経営理念を掲げています。 

 
・創造の喜びを世界にひろめよう 

  オリジナル技術の開発を最も重視し、製品を通じて世界中の顧客に創造の喜びを提供する「技術提案型企業」と

して、常に新しい分野の開拓に努めています。 
・BIGGEST よりBEST になろう 

  グループ各社が量より質を重視し、各分野でNO.1 商品を創出し、Best な 企業体を目指し続けます。 

・共感を呼ぶ企業にしよう 
  顧客、株主、取引先、社員がよきパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目

指しています。 

 
２．利益配分に関する基本方針 

従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財政状態の維持を

基本方針としています。 
株主配当は、配当性向30％を考慮に入れるとともに、より積極的な利益還元策も視野に入れつつ、株主各位のご期

待に添うよう努めます。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並びに新しい市場ニーズに応えるための技

術開発、フレキシブルな生産体制の拡充および市場競争力の増強に充て、これにより収益の向上と経営基盤の強化を
図ります。 

なお、現状の利益水準は厳しい状況にありますが、長期に保有される株主および過年度の配当実績等を考慮して、年

間25 円の配当を継続する予定です。 
 

３．中長期的な会社の経営戦略 

グループ各社では従来から“製品カテゴリー毎に№1 商品を創り育てる”“商品の市場価値を30％高める”を目標と
した「301 プロジェクト」運動を日々の活動のベースとして推進しています。 

その中で、今上半期急速に進んだユーロ安に対して、特に電子楽器事業においては開発体制と開発計画の早急な見直

しを主眼とした「NES プロジェクト」（New Euro Shift Project）を2000 年9 月1 日よりスタートさせました。全開発
要員の３割の人員をこのプロジェクトに割り当て、為替変動に対しても十分な価格競争力をもつ製品の開発に集中して

います。また、７割の開発要員は現在の開発計画における優先度の見直しを徹底的に行い、さらにスピードと効率を重

視した製品開発を行います。技術提案型企業として、マーケットのニーズを先取りし、ベストのタイミングで新製品を
発売していきます。 

コンピュータ周辺機器事業では、今後数年間における当社の採るべき方向性を、業務用大型カラープリンターと三次

元入出力装置の二分野に集中し、正確な顧客ニーズの把握に基づく新製品の開発、国内外営業拠点の整備拡充および「デ
ジタルファクトリー」システム推進による開発・生産工程の効率化を推進、具体化していく方針です。 

 

４．会社の対処すべき課題 
国内、海外ともに経営環境は依然厳しく、企業間競争もますます激化すると予想されます。 

「NES プロジェクト」スタートを契機に全社的に業務の見直しを行い、さらなる経営資源の効率的配分に注力すると

ともに、重点分野、新規分野への積極的な投資を行い、ROE の改善に努めます。 
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３．経 営 成 績 
 
 １．当期の概況 （単位：百万円） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

株主資本当期
純利益率(%) 

2001 年 3 月期 58,756 1,984 2,304 808 31円 61 銭 1.6％ 
2000 年 3 月期 61,190 5,460 5,224 3,381 132円81 銭 6.8％ 

増減率 △4.0％ △63.7％ △55.9％ △76.1％ － － 

当期の経済環境は、海外において北米市場が個人消費需要の伸長を示したものの、国内においては個人消費の冷

え込みが続くとともに、需要動向の変化等にも影響され厳しい状況で推移しました。 
当社においても北米市場が堅調に推移したものの、国内需要の低迷およびユーロ安の影響を受け、電子楽器事業

は厳しい状況で推移しました。また、コンピュータ周辺機器事業は日本および北米において売上高を伸長させまし

たが、販管費の増加等により営業利益は減少しました。 
 
営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。 
 （単位：百万円） 

 電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

2001 年 3 月期 47,007 853 11,751 1,130 

2000 年 3 月期 49,972 4,161 11,221 1,298 

増減率 △5.9 △79.5 4.7 △12.9 

 
［電子楽器事業］ 
日本においては、特にエレキギター市場低迷の影響によるギター用エフェクター全般及びキーボードシンセサイ

ザー、デジタルレコーダーが伸び悩みました。コンピュータミュージック関連機器ではMP3 の普及などによりUSB
オーディオ商品が好調に推移しました。また1999 年12 月より開始した携帯電話向け着信メロディーサービスおよ

び業務用映像・音楽ライブラリーも好調に推移しましたが、「ミュージ郎シリーズ」の販売数が減少しました。電

子ピアノでは、高機能商品が好調に推移したものの、単機能型で中低価格機種の販売台数が伸び悩みました。 
北米においては、キーボードシンセサイザー、デジタルミキサーが伸び悩んだものの、電子ピアノの高機能高価

格帯商品、デジタルレコーダー、デジタルドラム等の新製品が好調に推移し、売上高は前年を上回りました。 

欧州においては、ユーロ安およびドイツでの競争激化の影響が加わり、全般的に伸び悩み、厳しい状況で推移し
ました。 

技術面においては、人の声などを録音した「フレーズ」を自由にコントロールできる画期的な新技術「VariPhrase

（バリフレーズ）」を2000 年2 月に発表し、この技術を搭載した新製品を当期は2 機種発売しました。今後も当社
の売上に寄与する種々の新製品に搭載していきます。 

また、電子楽器の国際規格である MIDI（Musical Instrument Digital Interface）のさらなる普及を目指した

「MIDI 規格の互換性を高めるための相互協力」についてヤマハ株式会社との基本合意に達し、2001 年1 月、日米
両国において共同記者発表を行いました。 

開発・生産面におきましては、開発体制と開発計画の早急な見直しを主眼とした「NES プロジェクト」（New Euro 

Shift Project）を2000 年9 月1 日よりスタートさせました。 
 

［コンピュータ周辺機器事業］ 

プリンターの売上構成比が６割を超える状況となり、インクジェットカラープリンター新製品を中心に需要は旺
盛であり、これに付随してインク等のサプライ品も順調に売上を伸ばしました。プロッタは漸減傾向にあるものの、

工作機器の売上は業務用・個人用ともに着実に増加しています。 

地域別の状況では、日本においては既存市場における得意先との信頼関係の強化を図るとともに、新製品や既存
製品の用途開発による新たな市場の開拓など積極的な営業展開を実施した結果、売上が増加しました。北米におい

ても大型カラープリンターを中心に売上が増加しましたが、欧州においてはユーロ安の影響を受けて売上は減少し

ました。 



（ローランド） 
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当期のキャッシュ･フローの状況は次のとおりです。 

(単位：百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,９５０ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △４１６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ８０ 
換算差額 ２９８ 

増加 １,７５１ 

現金及び現金同等物期首残高 １６,５６４ 
新規連結に伴う増加 ２８５ 

現金及び現金同等物期末残高 １８,６０１ 

 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,950百万円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フロー
は、主に研究所増設等の有形固定資産の取得等により416百万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・
フローは、子会社ローランド ディー.ジー.株式会社の公募増資による収入（659百万円）を当社転換社債の償還
による支出（795百万円）等が上回り、80百万円の支出となりました。これらの結果、当期末の現金及び現金同等
物残高は、18,601百万円となり、前期末より2,037百万円増加しました。 
 
 

 
２．次期（２００２年３月期）の見通し 

（単位：百万円） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

2002年3 月期見通し 63,000 3,000 3,200 1,500 58 円 66 銭 
2001年3 月期実績 58,756 1,984 2,304 808 31 円 61 銭 

増減率 7.2％ 51.2％ 38.9％ 85.6％ － 
 
国内における個人消費の低迷は依然として継続すると思われます。また海外においては米国経済減速の影響もあり、

引き続き厳しい市場環境が続くことが予想されますが、「NES プロジェクト」による商品力強化、全社的な業務見直し

によるコスト削減により、増収増益を確保する見通しです。 
 

[電子楽器事業] 

為替変動に対しても十分な価格競争力のある商品の市場投入を通じて、売上を達成すべく努めます。家庭用電子楽
器部門の拡充を目的としたミュージック・スクール展開に一層注力していきます。さらに新製品情報、販売促進活動な

どをよりダイレクトにユーザーへ訴求するため、インターネットのさらなる有効活用を進めていきます。また海外にお

きましては、特に欧州販売網の整備、強化を行います。 
なお、現在の浜松研究所に隣接した研究棟（鉄骨2 階建、延べ2,480㎡）を増設し、既存研究所設備と合わせ、特に

「空間音響」の研究開発を強化し、新たな基礎技術開発に注力します。完成は2001 年5 月の予定です。 

 
[コンピュータ周辺機器事業] 

引き続き業務用大型カラープリンターと三次元入出力装置を中心に新製品の開発に努め、「デジタルファクトリ

ー」システム推進による開発・生産工程の効率化を図り、営業体制の整備拡充にも注力します。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 
 

 (1) 連結貸借対照表  
 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００１．３．３１） （２０００．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  

流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 １８,６６１  １７,４０４  １,２５７ 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７,５６２  ７,０２３  ５３８ 

有 価 証 券 －  ４７２  △  ４７２ 

た な 卸 資 産 １３,８２７  １１,５０４  ２,３２３ 

繰 延 税 金 資 産 ９６０  １,０４６  △   ８５ 

そ の 他 １,６５４  １,７７４  △  １１９ 

貸 倒 引 当 金 △   ４６１  △   ３６６  △   ９４ 

流 動 資 産 合 計 ４２,２０５ 62.0 ３８,８５８ 57.4 ３,３４６ 

固 定 資 産      

有 形 固 定 資 産      

建 物 及 び 構 築 物 ７,８０６  ８,１７１  △  ３６４ 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７３３  ７４６  △   １３ 

工 具 器 具 備 品 １,７４３  １,７２１  ２２ 

土 地 ７,２５９  ７,２２４  ３５ 

建 設 仮 勘 定 ５６３  １９  ５４４ 

有 形 固 定 資 産 合 計 １８,１０７ 26.6 １７,８８３ 26.4 ２２３ 

無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア ５６３  ４８２  ８１ 

電 話 加 入 権 等 ２０７  ６８  １３８ 

連 結 調 整 勘 定 １４３  １４  １２８ 

無 形 固 定 資 産 合 計 ９１３ 1.4 ５６５ 0.8 ３４８ 

投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券 ３,１３２  ４,３７３  △１,２４１ 

繰 延 税 金 資 産 ３１５  ２２０  ９４ 

そ の 他 ３,３６９  ３,３０３  ６６ 

貸 倒 引 当 金 △     １４  △    １１  △       ３ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ６,８０２ 10.0 ７,８８５ 11.7 △１,０８２ 

固 定 資 産 合 計 ２５,８２４ 38.0 ２６,３３４ 38.9 △   ５１０ 

為 替 換 算 調 整 勘 定 － － ２,５０７ 3.7 △２,５０７ 

資 産 合 計 ６８,０２９ 100.0 ６７,７０１ 100.0 ３２８ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００１．３．３１） （２０００．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  

流 動 負 債      

支 払 手 形 及 び 買 掛 金       ３,４７７  ２,９０２  ５７４ 

短 期 借 入 金       ３,５２０  ２,９５７  ５６３ 

一年以内償還予定転換社債 －  ７９５  △   ７９５ 

一年以内返済予定長期借入金 １９  ６  １２ 

未 払 法 人 税 等     ３９８  ８６６  △   ４６７ 

賞 与 引 当 金       ９７４  １,００３  △     ２８ 

そ の 他           ２,０７５  １,５０４  ５７０ 

流 動 負 債 合 計     １０,４６５ 15.4 １０,０３５ 14.8 ４２９ 

固 定 負 債      

長 期 借 入 金    １６７  ２２  １４４ 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ５１１  ５５５  △     ４４ 

そ の 他           ３８６  ３４９  ３６ 

固 定 負 債 合 計     １,０６４ 1.5 ９２８ 1.4 １３６ 

負 債 合 計     １１,５３０ 16.9 １０,９６３ 16.2 ５６６ 

( 少 数 株 主 持 分 )      

少 数 株 主 持 分 ６,２３９ 9.2 ４,６９６ 6.9 １,５４２ 

( 資 本 の 部 )      

資 本 金          ９,２７４ 13.6 ９,２７４ 13.7 － 

資 本 準 備 金   １０,８００ 15.9 １０,８００ 16.0 － 

連 結 剰 余 金   ３１,７３６ 46.6 ３１,９６６ 47.2 △   ２３０ 

その他有価証券評価差額金 △   ２７ △0.0 － － △     ２７ 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △１,５２３ △2.2 － － △１,５２３ 

自 己 株 式  △       ０ △0.0 △    ０ △0.0 ０ 

資 本 合 計         ５０,２６０ 73.9 ５２,０４０ 76.9 △１,７８０ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ６８,０２９ 100.0 ６７,７０１ 100.0 ３２８ 
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 (2) 連結損益計算書   
 

（単位：百万円） 

 
２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （2000.4.1～2001.3.31） （1999.4.1～2000.3.31） 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％  

 Ⅰ 売 上 高 ５８,７５６ 100.0 ６１,１９０ 100.0 △２,４３４ 

 Ⅱ 売 上 原 価 ３５,０７４ 59.7 ３４,２７９ 56.0 ７９４ 

売 上 総 利 益 ２３,６８１ 40.3 ２６,９１０ 44.0 △３,２２９ 

 Ⅲ 販売費 及び一 般 管 理 費  ２１,６９７ 36.9 ２１,４５０ 35.1 ２４６ 

営 業 利 益 １,９８４ 3.4 ５,４６０ 8.9 △３,４７６ 

      

 Ⅳ 営 業 外 収 益      

受 取 利 息 ２２４  ２７４  △   ５０ 

受 取 配 当 金 ３３  １８０  △   １４６ 

為 替 差 益 １９２  －  １９２ 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ４９  ３０  １９ 

そ の 他 ２２７  １８９  ３７ 

 Ⅴ 営 業 外 費 用      

支 払 利 息 ２４０  ２０３  ３６ 

為 替 差 損 －  ５２０  △   ５２０ 

そ の 他 １６７  １８６  △     １８ 

経 常 利 益 ２,３０４ 3.9 ５,２２４ 8.5 △２,９２０ 

      

 Ⅵ 特 別 利 益      

前 期 損 益 修 正 益 

固 定 資 産 売 却 益 

私 財 受 贈 益 

１３ 

６３ 

３００ 

 １２４ 

－ 

－ 

 △   １１０ 

６３ 

３００ 

そ の 他 ５７  １２  ４４ 

 Ⅶ 特 別 損 失      

前 期 損 益 修 正 損 －  ５  △    ５ 

固 定 資 産 除 売 却 損 

そ の 他 

４７ 

４６ 

 ９５ 

０ 

 △    ４８ 

４５ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ２,６４５ 4.5 ５,２６１ 8.6 △２,６１５ 

法人税、住民税及び事業税 １,４８７ 2.5 １,８５０ 3.1 △   ３６２ 

過 年 度 法 人 税 等 戻 入 額 － － △  ５４０ △0.9 ５４０ 

法 人 税 等 調 整 額 ５１ 0.1 １３ 0.0 ３７ 

少 数 株 主 利 益 ２９８ 0.5 ５５５ 0.9 △  ２５７ 

当 期 純 利 益 ８０８ 1.4 ３,３８１ 5.5 △２,５７３ 
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 (3) 連結剰余金計算書   
 

（単位：百万円） 

科       目 
２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

（2000.4.1～2001.3.31） 

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 

（1999.4.1～2000.3.31） 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,９６６ ２９,２２１ 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,９６６ ２９,０４１ 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － １７９ 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高 － １９６ 

連結子会社増加による剰余金増加高 － １２０ 

持 分 法 適 用 会 社 持 分 増 加 高 － ７５ 

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高 １,０３８ ８３２ 

配 当 金 ６３９ ６９６ 

役 員 賞 与 金 １０７ １３６ 

連結子会社増加による剰余金減少高 ２９２ － 

Ⅳ 当  期  純  利  益 ８０８ ３,３８１ 

Ⅴ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ３１,７３６ ３１,９６６ 
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 (4) 連結キャッシュ・フロー計算書  

（単位：百万円） 
 

科      目 
２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 
(2000.4.1～2001.3.31) 

２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 
(1999.4.1～2000.3.31) 

 金   額 金    額 
Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー 
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 益 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
固 定 資 産 除 売 却 益 
固 定 資 産 除 売 却 損 
売上債権の増加又は減少額 
た な 卸 資 産 の 増 加 額 
仕入債務の増加又は減少額 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 

 
２,６４５ 
２,０９６ 
４２ 

△  ２５８ 
２４０ 

△  １２４ 
△   ４９ 
△   ６３ 

４７ 
５１ 

△ １,０４０ 
１３２ 

△  １１９ 
２２０ 

 
５,２６１ 
２,１０８ 
１４ 

△  ４５５ 
２０３ 
５８２ 

△   ３０ 
－ 
９５ 

△  １９４ 
△１,１０５ 
△  １０１ 
△  １６７ 
△  ８２０ 

小   計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

３,８２２ 
３４３ 

△  ２４２ 
△ １,９７２ 

５,３８９ 
４４１ 

△  ２１０ 
△２,３６６ 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー 
定期預金の預入による支出 
定期預金の払戻による収入 
有価証券の売却による収入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
出 資 に よ る 支 出 
そ の 他 

１,９５０ 
 
０ 

７８０ 
－ 

△ ２,２９０ 
４９２ 

△  ３８１ 
１,６３４ 
△  ３２３ 
△  ３２８ 

３,２５４ 
 

△  ３００ 
１,２５２ 
３７１ 

△３,１０１ 
６１９ 

△  ５０２ 
４３２ 
－ 

△  ３１１ 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー 
短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 
長期借入金の返済による支出 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
連結子会社の公募増資による収入  
私 財 の 受 贈 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
そ の 他 

△  ４１６ 
 

５５７ 
△   １７ 
△  ７９５ 
６５９ 
３００ 

△  ６３９ 
△  １３３ 
△   １２ 

△１,５３９ 
 

１,１３９ 
△  ３０４ 

－ 
－ 
－ 

△  ６９６ 
△  ２９４ 
１７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 

△   ８０ 
２９８ 

△  １３８ 
△  ５８９ 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額 
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 
Ⅶ  新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 

１,７５１ 
１６,５６４ 
２８５ 

９８７ 
１５,５２４ 
５２ 

Ⅷ  現金及び現金同等物の期末残高 １８,６０１ １６,５６４ 

（注）1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

  現金及び預金勘定    18,661  17,404 百万円  
  預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 60   △ 840  
  現金及び現金同等物   18,601  16,564  

   2．重要な非資金取引の内容  
  転換社債の資本への転換    －     1,016   
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］  
 
1．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社 １８社 ・ボ     ス ㈱ ・Roland (U.K.) Ltd. 

 ・ローランド イーディー㈱ ・Roland Elektronische 
 ・ローランド テック㈱          Musikinstrumente HmbH. 
 ・ローランド ディー．ジー．㈱ ・Roland DGA Corporation 
 ・ローランド アイ･ピー㈱ ・Roland Audio Development Corporation 
・エディロール ・Roland Canada Music Ltd. 
   インターナショナル㈱ ・Roland France SA 
 ・Roland Europe S.p.A. ・Roland DG Benelux n.v. 
 ・Rodgers Instruments LLC ・Roland Benelux n.v. 
 ・Roland Corporation U.S. ・Edirol Corporation North America 
  

(2) 非連結子会社  ９社 ・Roland Corporation Australia Pty. Ltd.  ・その他 ６社 
 ・Edirol Europe Ltd.  
 ・Roland DG Australia Pty. Ltd.   

 
2．持分法の適用に関する事項 
関連会社のうち Roland Italy S.p.A. 等合計 5 社に対する投資額については持分法を適用しています。 
なお、前連結会計年度において持分法適用子会社であった Roland Benelux n.v. は、その重要性が増 
加したため、当連結会計年度から連結の範囲に含めています。 
その他非連結子会社 9 社及び関連会社 7 社については、それぞれ連結純損益および連結剰余金に及ぼす 
影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用していません。持分法を適用して 
いない会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Edirol Europe Ltd.、Roland DG Australia  
Pty. Ltd. および Roland (Switzerland) AG.等です。 

 
3．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日はRoland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Audio Development  
Corporation、Roland (U.K.) Ltd.、Roland DGA Corporation、Roland Corporation U.S.、Roland  
Elektronische Musikinstrumente HmbH.、Roland Canada Music Ltd.、Roland France SA、Roland DG  
Benelux n.v.、Roland Benelux n.v. および Edirol Corporation North America を除き連結財務諸表 
提出会社と同一です。なお、上記全ての会社の決算日は12月31日であり、連結決算日との間に重要な取引 
がないため、12月31日で終了する会計期間の財務諸表を使用しています。 

 
4. 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
子会社株式および関連会社株式 ……………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの ……………………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ 
り算定） 

時価のないもの  ……………………………… 移動平均法による原価法 
②たな卸資産 
商品，製品，原材料および仕掛品 
(ｲ) 親会社および国内連結子会社 …………… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法 

③デリバティブ …………………………………… 時価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 ………………………………… 主として法人税法の規定に基づく定率法 

親会社および国内連結子会社が 1998 年 4 月 1 日以降に
取得した建物(建物付属設備を除く)については定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおり 
 建物及び構築物   31～50 年 
 工具器具備品     2～ 6 年 

無形固定資産 ………………………………… 主として法人税法の規定に基づく定額法 
ただし、親会社および国内連結子会社が所有する市場 
販売目的のソフトウェアについては販売可能有効期間 
における見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフ 
トウェアについては社内における利用可能期間（5
年）に基づく定額法 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし 
て、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性 
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③役員退職慰労引当金 
親会社および国内連結子会社6社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結 
会計年度末要支給額を計上しています。 

④退職給付引当金 
親会社および国内連結子会社6社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における 
退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められ 
る額を計上しています。 
なお、当連結会計年度末においては、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過しているため、 
超過額を前払年金費用に計上し、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。 
また、会計基準変更時差異(402 百万円)については、5 年による按分額を費用処理しています。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定率 
法により、翌連結会計年度から費用処理することとしています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 
理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社決算日の直物為替相場により円貨に 
換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部に 
おける為替換算調整勘定に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 
は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

(6) 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。 

 
6. 連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定は、５年間で定額法により償却しています。 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成 
しています。 

8. 連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュフロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金（手元現金及び要求払預 

金）及び取得日から満期日までの期間が３ヶ月以内の短期投資である定期預金をその範囲としています。 

 

［会計処理方法の変更］ 

従来、連結会社においてロイヤリティー収入を営業外収益に計上していましたが、当該収益が会社の主 

たる営業活動に含まれる業務の成果であり、また、積極的に分社化を進めたことに伴い、その金額的重要 

性が高まったことから、損益区分をより明確にするため、当連結会計年度より売上高に含めて計上するこ 

とにしました。なお、連結会社間取引の相殺消去により、この変更による損益への影響は軽微です。 
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［追加情報］  
 
1. 退職給付会計  

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 10 年 6 月 16 日））を適用しています。この結果、従来の方法によっ

た場合と比較して、退職給付に係る費用は、166 百万円減少し、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ 166 百万円増加しています。 

また、前払年金費用 166 百万円については、投資その他の資産の「その他」に含めて表示してい

ます。 

2. 金融商品会計 

当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価の方法について変更し

ています。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ 151 百万円増加しています。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、保有する有価証券は投資有価証券とし

て表示しています。 

3．外貨建取引等会計基準 

当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に

関する意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用しています。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 33 百万円増加

しています。 
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注記事項  
（連結貸借対照表関係）  
 （ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） 

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 １６,３４８百万円 １５,１０９百万円 

担 保 提 供 資 産 及 び 対 応 債 務 

担 保 提 供 資 産 

対 応 す る 債 務 

 

５,４９４百万円 

１,９８１百万円 

 

５,５３１百万円 

１,４２８百万円 

輸 出 手 形 割 引 高 ７７２百万円 ８８７百万円 

保 証 債 務 １,３３０百万円 １,２１１百万円 

非連結子会社及び関連会社に対する株式等 １,６４４百万円 ２,９８５百万円 

 
 

 
（連結損益計算書関係）  
 （ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

広 告 販 促 費 ４,２４８百万円 ４,４９８百万円 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４１百万円 １７百万円 

給 与 及 び 賞 与 ８,８１６百万円 ８,４０１百万円 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 ６２百万円 ６１百万円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４１９百万円 ４１８百万円 

 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

 ４,８９７百万円 ４,９７４百万円 
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① セ グ メ ン ト 情 報 
 

1. 事業の種類別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は

全 社
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

( 1 )外部顧客に対する売上高 ４７,００５ １１,７５０ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
( 2 ) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 ２ ０ ２ (   ２) － 

計 ４７,００７ １１,７５１ ５８,７５８ (   ２) ５８,７５６ 

営 業 費 用 ４６,１５３ １０,６２０ ５６,７７４ (   ２) ５６,７７１ 

営 業 利 益 ８５３ １,１３０ １,９８４ (△ ０) １,９８４ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５５,８５２ １２,１９０ ６８,０４２ △１３ ６８,０２９ 

減 価 償 却 費 １,７４６ ３５０ ２,０９６ － ２,０９６ 

資 本 的 支 出 ２,２４８ ２９９ ２,５４８ － ２,５４８ 

（単位：百万円） 

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は

全 社
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

( 1 )外部顧客に対する売上高 ４９,９６９ １１,２２０ ６１,１９０ － ６１,１９０ 
( 2 ) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又は振替高 ３ ０ ３ (   ３) － 

計 ４９,９７２ １１,２２１ ６１,１９３ (   ３) ６１,１９０ 

営 業 費 用 ４５,８１１ ９,９２２ ５５,７３３ (   ３) ５５,７３０ 

営 業 利 益 ４,１６１ １,２９８ ５,４６０ (△ ０) ５,４６０ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５３,９６７ １１,２４２ ６５,２１０ ２,４９０ ６７,７０１ 

減 価 償 却 費 １,８２４ ２８３ ２,１０８ － ２,１０８ 

資 本 的 支 出 ２,２６３ １,０１６ ３,２７９ － ３,２７９ 
 
(注)1.事業区分の方法 
   当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺 
機器事業に区分しています。 

  2.各事業の主要な製品 
    (1)電子楽器事業 
       電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
    (2)コンピュータ周辺機器事業 
       プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター 

3.追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付に係る会計基準を適用しています。これに伴い、
従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益は、電子楽器事業が 127 百万円、コンピ
ュータ周辺機器事業が 38 百万円それぞれ増加しています。 
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 2. 所在地別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１） 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 ２０,９１２ ２６,９３７ １０,９０６ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １９,３４５ ３２６ １,３８０ ２１,０５１ (２１,０５１) － 

計 ４０,２５７ ２７,２６３ １２,２８６ ７９,８０７ (２１,０５１) ５８,７５６ 

営 業 費 用 ３９,０１０ ２６,４８８ １２,３３０ ７７,８２９ (２１,０５７) ５６,７７１ 

営 業 利 益 １,２４７ ７７５ △  ４４ １,９７７ (△    ６) １,９８４ 

Ⅱ 資      産 ５１,４５６ １３,４０２ ８,５０４ ７３,３６３ △５,３３３ ６８,０２９ 

 （単位：百万円） 

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）  

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売 上 高      
(1)外部顧客に対する売上高 ２３,６４７ ２５,９３２ １１,６１０ ６１,１９０ － ６１,１９０ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １９,６０４ ５３８ １,９９０ ２２,１３３ (２２,１３３) － 

計 ４３,２５１ ２６,４７０ １３,６０１ ８３,３２４ (２２,１３３) ６１,１９０ 

営 業 費 用 ４０,６２３ ２４,５６２ １３,１０９ ７８,２９６ (２２,５６６) ５５,７３０ 

営 業 利 益 ２,６２８ １,９０７ ４９１ ５,０２８ (△   ４３２) ５,４６０ 

Ⅱ 資      産 ５２,２９４ １０,６４３ ７,３８５ ７０,３２３ △２,６２２ ６７,７０１ 

 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 

3.追加情報に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付に係る会計基準を適用しています。これに伴い、
従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の日本の営業利益は、166 百万円増加しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（ローランド） 

                         －   － ２０

 
 
3. 海外売上高 

（単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２６,８９８ １３,０８６ ４,６４６ ４４,６３１ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ５８,７５６ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４５.８ ２２.３ ７.９ ７６.０ 

（単位：百万円） 

２０００年３月期 （１９９９．４．１～２０００．３．３１）  

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２５,９０５ １４,６６４ ４,６７２ ４５,２４２ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６１,１９０ 

Ⅲ  連結売上高に占める 

   海外売上高の割合(％) 
４２.３ ２４.０ ７.６ ７３.９ 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 



（ローランド） 

                         －   － ２１

 

② リース取引 

項 目 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引 

  

   

リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び期末残高 

  取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末
残 高
相当額

   取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 

相当額  機械装
置及び
運搬具 

百万円 

３４２ 

百万円 

２２８ 

百万円 

１１３ 

  機械装
置及び
運搬具 

百万円 

３３９ 

百万円 

１７３ 

百万円 

１６５ 

 

  工具器
具備品 

９１ ６８ ２２ 
  工具器
具備品 

１４３ ９６ ４７  

  その他 － － －   その他 ４ ４ ０  

  合 計 ４３３ ２９６ １３６   合 計 ４８８ ２７４ ２１３  
        

未経過リース料期末残高相当額 １年内   ６３百万円 

１年超    ８１百万円 

合  計  １４４百万円 

１年内   ８４百万円 

１年超  １３９百万円 

合  計  ２２３百万円 
   

支 払 リ ー ス 料 ９１百万円 ９６百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ８２百万円 ８６百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ７百万円 ９百万円 
   

減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ています。 

 

同       左 

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法  リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっています。 同   左 

オペレーティング・リース取引   

未 経 過 リ ー ス 料 １年内  ２９９百万円 

１年超１,６０１百万円 
合  計１,９０１百万円 

１年内  ２４９百万円 

１年超１,５３６百万円 
合  計１,７８５百万円 



（ローランド） 

                         －   － ２２

 

③ 関連当事者との取引 
 

 ２００１年３月期（２０００年４月１日～２００１年３月３１日） 

 

（役員及び個人主要株主等） 

 （単位：百万円） 

     
関係内容 取引の 取引 

  

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 

議決権等の

被所有割合 役員の 

兼任等 

事実上の 

関 係 
内 容 金額 科 目 期末残高 

    

役 員 梯 郁太郎 － － 
当社取締役会長 

(財)ローランド芸術文化振興財団理事長 

直接 

12.1％ 
－ － 

(財)ﾛｰﾗﾝﾄﾞ芸術 

文化振興財団へ

の寄付金の支払 

40 － － 

(財)ローランド芸術文化振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引です。 

 

（役員及び個人主要株主等） 

 （単位：百万円） 
     

関係内容 取引の 取引 
  

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 

議決権等の

被所有割合 役員の 

兼任等 

事実上の 

関 係 
内 容 金額 科 目 期末残高 

役 員 梯 郁太郎 － － 当社取締役会長 
直接 

12.1％ 
－ － 

浜松研究所増設 

建築費用の一部 

を受贈 

300 － － 

当社取締役会長 梯 郁太郎との取引は、同氏よりの私財（現金）の譲受です。 

 



（ローランド） 

                         －   － ２３

 

④  税効果会計  
 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    

 ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) 

繰延税金資産    

たな卸資産未実現利益 ３１２百万円  ４２５百万円 

有価証券評価差額 ３０６百万円  ２８８百万円 

役員退職慰労引当金 ２５１百万円  ２２８百万円 

連結子会社の繰越欠損金 ４９５百万円  ４８８百万円 

その他 １,０２０百万円  ８１０百万円 

繰延税金資産小計 ２,３８６百万円  ２,２４１百万円 

評価性引当額 △ ４３５百万円  △ ３８８百万円 

繰延税金資産合計 １,９５１百万円  １,８５２百万円 

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △  ９１百万円  △  ８３百万円 

連結子会社及び持分法適用会社の留保利益 △ ５０５百万円  △ ５１６百万円 

その他 △ １２２百万円  △  ６３百万円 

繰延税金負債合計 △ ７１８百万円  △ ６６３百万円 

繰延税金資産の純額 １,２３２百万円  １,１８９百万円 

 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

 ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 ) 

国内の法定実効税率 ４１．１％  ４１.１％ 

（調 整） 

欠損金子会社の未認識税務利益 

連結子会社投資の売却 

過年度法人税等戻入額 

 

６.６％ 

６.７％ 

－ 

  

－ 

－ 

△ １０.３％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 ２.２％  ８.４％ 

繰越欠損金 －  △ １７.７％ 

その他 １.６％  ３.７％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５８.２％  ２５.２％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（ローランド） 

                                                 －   － ２４

 

⑤ 有 価 証 券 
当連結会計年度 
１.その他有価証券で時価のあるもの(２００１年３月３１日現在) 

(単位:百万円) 

種          類 取得原価 
連結貸借対照表  

計 上 額  
差  額 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1)株   式 

(2)債   券 

国 債・地方債等  

社     債 

(3)そ の 他 

７０４ 

 

６９ 

９４ 

１８２ 

７７１ 

 

７０ 

１０２ 

１８４ 

６６ 

               

０               

８               

１ 

 小  計 １,０５１ １，１２８ ７６ 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1)株  式 

(2)債  券 

国 債・地方債等  

社     債 

(3)そ の 他 

４８ 

 

－ 

８３ 

４６３ 

２９ 

 

－ 

７９ 

３５２ 

△ １８ 

             

－ 

△  ４ 

△１１１ 

 小  計 ５９５ ４６１ △１３４ 

合           計 １，６４６ １，５８９ △ ５７ 

(注)上記その他有価証券のうち、減損処理を行ったものがあり、減損処理金額は34百万円です。 

 
２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券(2000 年 4 月 1 日～2001 年 3 月 31 日) 

 (単位:百万円) 
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

２４７ － １８ 

 
 

３.時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(２００１年３月３１日現在) 

(単位:百万円) 
 連結貸借対照表計上額 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

(2)その他有価証券 
① 店頭売買株式を除く非上場株式 
② その他 

１,４８７ 

 
１９ 
３６ 

合     計 １,５４３ 

 
４.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(２００１年３月３１日現在) 

(単位:百万円) 

 １年超５年以内 ５年超１０年以内 

（1）債  券 
国   債 
社   債 

（2）その他 

 
７０ 
１６２ 

４０ 

 
－ 
１８ 

１７ 

合   計 ２７３ ３５ 

 

 

 

 

 



（ローランド） 

                                                 －   － ２５

 

 

前連結会計年度 
 （単位：百万円） 

 
２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期  （ ２ ０ ０ ０ . ３ . ３ １ ） 

種 類 連結貸借対照表 

計 上 額 
時 価 評 価 損 益 

 (1) 流動資産に属するもの 
   

    

株 式 ７ １１ ３ 

債 券 ３５８ ３５８ ０ 

そ の 他 １０６ １０６ － 

小 計 ４７２ ４７６ ３ 

    

 (2) 固定資産に属するもの    

    

株 式 ７５４ １,２９８ ５４３ 

債 券 １４０ １４５ ４ 

そ の 他 ５８７ ５８１ △  ６ 

小 計 １,４８２ ２,０２４ ５４２ 

合 計 １,９５５ ２,５００ ５４５ 

 (注)1. 時価等の算定方法 

     国内上場有価証券     主に東京証券取引所の最終価格 

     海外上場有価証券     主たる証券取引所の最終価格 

       店頭売買有価証券     日本証券業協会の公表売買価格等 

       証 券 投 資 信 託    基準価格 

       非 上 場 債 券   日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還 

期間等に基づいて算出した価格 

 

     2. 開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
 
(固定資産)  
ク ロ ー ズ ド 期 間 内 の 
証 券 投 資 信 託 の 受 益 証 券 

 
４９百万円 

相場の変動を受けない有価証券 ３６百万円 
店 頭 売 買 株 式 を 
除 く 非 上 場 株 式 ２,８０４百万円 

  

 

 



（ローランド） 

                                                 －    － ２６

 
⑥ デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 
 

（単位：百万円） 

２００１年３月期 ２０００年３月期 

契約額等 契約額等 
区 

 

分 

種 

 

類  うち 

１年超 

時 価 評価損益 

 うち 

１年超 

時 価 評価損益 

為替予約 
取引 

        

買 建         

日本円 ２,３２３ － ２,１９７ △１２５ １,６６３ － １,６５１ △１１ 

ユーロ ６９ － ７１ １ ２０６ － １９７ △８ 

米ドル ７７ － ７６ △１ ４６ － ４７ ０ 

     

通貨スワ 
ップ取引 

    

売 建     

市 

場 

取 

引 

以 

外 

の 

取 

引 
米ドル 

 

５４ － △８ △８ １ ０ １ １ 

 

合   計  △１３２  △１９ 

（注） 

２００１年３月期  ２０００年３月期 
時価の算定方法 
（為替予約取引） 
先物為替相場によっています。 
（通貨スワップ取引） 
主たる金融機関から提示された価格によ
っています。 

 

 1.時価の算定方法 

同    左 

 

 

 

 

2. 外貨建金銭債権債務等に先物為替予約等が

付されていることにより、決済時における

円貨額が確定している外貨建金銭債権債務

等で、連結貸借対照表に当該円貨額で表示

しているもの及び当該円貨額により連結手

続上相殺消去されたものについては、開示

の対象から除いてます。 

 

 
 

   



（ローランド） 

                                                 －    － ２７

⑦  退職給付  
 
（１）採用している退職給付制度の概要 
 退職給付制度は、勤務期間が 1 年以上の従業員が退職する場合、退職時までの勤務期間及び退職
事由に応じ、退職時の給与等に基づき算出された退職金を支払うこととなっています。この退職金
の支払に充てるため、適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っています。 

 
 （２）退職給付債務に関する事項（２００１年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 
イ．退職給付債務  △４,８７９ 

  ロ．年金資産 ４,０６９ 
  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  ８１０ 
  ニ．未認識年金資産 △    １２ 
  ホ．会計基準変更時差異の未処理額 ３２２ 
  ヘ．未認識数理計算上の差異 ６６７ 
  ト．連結貸借対照表上計上額純額 
           （ハ＋ニ＋ホ＋へ） １６６ 
  チ．前払年金費用 １６６ 

 
 
 
 （３）退職給付費用に関する事項（２０００年４月１日～２００１年３月３１日） 

（単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ３３０ 
  ロ．利息費用 １３４ 
  ハ．期待運用収益 △１６３ 
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額     ８０ 
  ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） ３８２ 

 
 
 （４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  イ．退職給付見込額の期間配分方法…………期間定額基準 
  ロ．割引率………………………………………３．０％ 
  ハ．期待運用収益率……………………………４．０％ 
  ニ．数理計算上の差異の処理年数…………… １０年 
（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、翌連結会計
年度から費用処理することとしています。） 

  ホ．会計基準変更時差異の処理年数…………  ５年 
 

 



（ローランド） 

                         －   － ２８

 

５．生産、受注及び販売の状況 
 

１．生 産 実 績 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ ０ 年 ３ 月 期 

品 目 (2000.4.1～2001.3.31) (1999.4.1～2000.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 
 金 額 金 額 

 電 子 楽 器 １８,３７７ ２０,６０５ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １０,７２８ １１,０９４ 

 音 響 機 器 ６,７６１ ８,３４９ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

４,８１９ ５,３４９ 

 小 計 ４０,６８８ ４５,３９８ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 ７,２８６ ６,６７８ 

合 計 ４７,９７４ ５２,０７７ 

(注) 1．金額は販売価格によっています。 

2．連結会社間の取引について、セグメント及び品目毎の生産高を正確に把握することが困難なため、 

概算金額で表示しています。 

 

２．受 注 状 況 

当社グループの製品はその性質上需要予測による見込生産方式を採り、受注生産を行っていません。 

 

 

３．販 売 実 績 

（単位：百万円） 

 

品 目 

２００１年３月期 

(2000.4.1～2001.3.31) 

２０００年３月期 

(1999.4.1～2000.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セグメントの名称 
 金 額 金 額 

 

増 減 率 

 電 子 楽 器 ２１,６４４ ２２,６７９ 
％ 

△ ４.６ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １０,８５９ １２,２１１ △１１.１ 

 音 響 機 器 ７,８９７ ９,１９０ △１４.１ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

６,６０４ ５,８８８ １２.２ 

 小 計 ４７,００５ ４９,９６９ △ ５.９ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 １１,７５０ １１,２２０ ４.７ 

合 計 ５８,７５６ ６１,１９０ △ ４.０ 

 (注) 販売数量は規格・形状・単位が多種多様であり表示が困難なため、記載を省略しています。 

 

電 子 楽 器 事 業 

電 子 楽 器 事 業 


